
議
員
提
出
第
二
十
五
号
議
案

地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を
求
め
る
意
見
書

被
災
地
の
復
興
を
始
め
と
し
て
、
子
育
て
、
医
療
、
介
護
な
ど
の
社
会
保
障
、
環
境
対
策
な
ど
、
地
方

自
治
体
が
担
う
役
割
は
年
々
拡
大
し
て
お
り
、
こ
れ
に
見
合
う
地
方
交
付
税
及
び
一
般
財
源
総
額
を
確
保

す
る
た
め
に
地
域
の
財
政
需
要
を
的
確
に
見
積
も
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
経
済
財
政
諮
問
会
議
な
ど
で

法
人
実
効
税
率
の
見
直
し
や
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
の
減
免
な
ど
が
議
論
さ
れ
て
い
る
が
、
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
質
の
確
保
を
図
る
た
め
に
も
、
安
定
的
か
つ
地
域
偏
在
性
の
小
さ
い
地
方
税
財
源
を
確
立
す

る
こ
と
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
。

地
方
自
治
体
の
実
態
に
見
合
っ
た
歳
出
・
歳
入
を
的
確
に
見
積
も
る
た
め
に
は
、
国
と
地
方
自
治
体
の

十
分
な
協
議
を
保
障
し
た
上
で
、
地
方
財
政
計
画
、
地
方
税
、
地
方
交
付
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て
決
定
す

る
必
要
が
あ
る
。

よ
っ
て
、
国
会
及
び
政
府
に
お
か
れ
て
は
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
確
保
と
地
方
自
治
体
の
安
定
的
な

行
政
運
営
を
実
現
す
る
た
め
、
平
成
二
十
七
年
度
の
地
方
財
政
計
画
、
地
方
交
付
税
及
び
一
般
財
源
総
額

の
拡
大
に
向
け
、
以
下
の
対
策
を
講
ず
る
よ
う
強
く
求
め
る
。

一

地
方
財
政
計
画
、
地
方
税
の
あ
り
方
、
地
方
交
付
税
総
額
の
決
定
に
当
た
っ
て
は
、
国
と
地
方
と
の

十
分
な
協
議
の
下
に
決
定
す
る
こ
と
。

二

社
会
保
障
分
野
の
人
材
確
保
と
処
遇
改
善
、
農
林
水
産
業
の
再
興
、
環
境
対
策
な
ど
の
財
政
需
要
を

的
確
に
把
握
し
、
増
大
す
る
地
域
の
財
政
需
要
に
見
合
う
地
方
財
政
計
画
、
地
方
交
付
税
及
び
一
般
財

源
総
額
の
拡
大
を
図
る
こ
と
。

三

復
興
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
国
の
関
与
の
縮
小
、
採
択
要
件
の
緩
和
な
ど
、
被
災
自
治
体
が
復
興
事

業
に
、
よ
り
柔
軟
に
活
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。
ま
た
、
被
災
地
の
復
興
状
況
を
踏
ま
え
、
集
中

復
興
期
間
が
終
了
す
る
平
成
二
十
八
年
度
以
降
に
お
い
て
も
、
復
興
交
付
金
、
震
災
復
興
特
別
交
付
税

を
継
続
し
て
確
保
し
、
着
実
か
つ
速
や
か
に
震
災
か
ら
の
復
興
が
果
た
せ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

四

法
人
実
効
税
率
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
な
ど
を
通
じ
、
地
方
税
財
源
の
確
保

を
図
っ
た
上
で
、
地
方
財
政
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
ま
た
、
法
人
事
業
税

に
つ
い
て
は
、
安
定
的
な
税
収
確
保
や
地
域
偏
在
性
の
縮
小
を
目
指
す
観
点
か
ら
、
現
行
の
外
形
標
準

課
税
の
充
実
を
図
る
こ
と
。

五

償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
や
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
に
つ
い
て
は
、
行
政
需
要
に
対
応
す
る
上
で
、

市
町
村
の
貴
重
な
財
源
で
あ
る
た
め
、
現
行
制
度
を
堅
持
す
る
こ
と
。

六

地
方
交
付
税
の
別
枠
加
算
・
歳
出
特
別
枠
に
つ
い
て
は
、
地
方
自
治
体
の
重
要
な
財
源
と
な
っ
て
い

る
こ
と
か
ら
現
行
水
準
を
確
保
す
る
こ
と
。
ま
た
、
増
大
す
る
地
方
自
治
体
の
財
政
需
要
に
対
応
し
、

臨
時
的
な
財
源
か
ら
、
社
会
保
障
や
環
境
対
策
な
ど
の
経
常
的
な
経
費
に
対
応
す
る
財
源
へ
と
位
置
付

け
を
改
め
る
こ
と
。

七

地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
機
能
・
財
源
調
整
機
能
の
強
化
を
図
り
、
小
規
模
自
治
体
に
配
慮
し
た
段

階
補
正
の
強
化
、
市
町
村
合
併
の
算
定
特
例
の
終
了
を
踏
ま
え
た
新
た
な
財
政
需
要
の
把
握
に
つ
い
て
、

引
き
続
き
対
策
を
講
ず
る
こ
と
。

右
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

平
成
二
十
六
年
九
月
十
八
日
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